
◆目的 土砂災害に対する警戒避難体制の強化、及び防災意識の向上

◆参加機関 奈良県、市町村、警察署、消防署、消防団、気象台、地域住民等

◆重点実施事項

①土砂災害防止法の区域指定箇所、近年土砂災害が発生した箇所等における訓練

②近年土砂災害が発生した箇所における訓練

③土砂災害警戒情報を活用した避難勧告の発令訓練

④災害時要援護者関連施設での避難訓練、避難支援

⑤在宅の災害時要援護者を主体とした住民の避難訓練及び消防団、自主防災組織

等による避難支援

⑥地震後の土砂災害危険箇所等緊急点検に備えた点検訓練

⑦消防、自衛隊等による孤立化集落からの住民救出訓練

災害時要援護者（高齢者、幼児等）その他
災害時要援護者５６．７％その他４３．３％土砂災害による死者・行方不明者に占める災害時要援護者の割合（平成17年～21年）

「土砂災害に対する防災訓練」

計画（Plan）実行（Do）
改善（Act） 土砂災害に対する地域防災力の向上次のサイクル（次年度）へ評価検証（Check）

H21.7災害時要援護者施設の被災（山口県）

死者7名
土石流土石流土石流土石流

PDCAサイクル


